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金融庁、全上場企業に有報の総会前開示を要請

要請文（要旨）
◼ 2025年3月28日、金融担当大臣は全上場企業に対し「株主総会前の適切な情報提供について
（要請）」を発出

◼ 有報の提出は本来、株主総会の3週間以上前に行うことが最も望ましいが実務上の課題が存在
◼ 現状、株主総会同日又は数日以内の開示が9割以上を占めており、その前日又は数日前に提出す
ることに日程上の大きな支障はないと考えられる

◼ 有報の望ましい時期の開示への第一歩として、今年から有報を株主総会の前日ないし数日前に提
出することの検討を要請

金融庁を中心とする関係省庁等による取組み
◼ 有報の総会前開示の実現方法として、4つの方法を提示
◼ 総会前開示を行うにあたっての有報の記載内容の留意点を提示
◼ 有報レビュー（法令改正関係審査・重点テーマ審査）により、有報の総会前開示の検討状況を調査
◼ 2024年12月に設置された「有価証券報告書の定時株主総会の開示に向けた環境整備に関する
連絡協議会」において、総会前開示に係る必要な環境整備について引き続き検討
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総会前開示の実現方法

◼ 有報は本来、株主総会の3週間以上前に行うことが最も望ましいとされている（②③④）

◼ 総会前開示への第一歩として、今年から有報を前日ないし数日前の提出を要請（①）

（出典）金融庁HP「総会前開示の実現方法」（www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sokaimaekaiji02.pdf）（2025年4月2日アクセス）に基づき、EY作成
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